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1. はじめに 

1.1 研究の背景と目的 

近年，日本においては突発的な洪水災害の発

生が顕著である．令和元年台風 19 号を契機に，

内閣府の避難情報に関するガイドライン

（2021）[1]によれば，住民が「自らの命は自ら

が守る」という意識を持つことが重要である．

このことから，洪水災害時において，避難対象

者はどのタイミングで避難を開始し，どこへ避

難するべきか，常に把握しておくことが防災上

の観点から有効である．財賀ら（2011）[2]によ

れば，防災意識に関わる要因分析を行った結果，

住民の防災意識の向上策としてハザードマップ

の利活用を高める政策が重要であるとしている． 

そこで，本研究は洪水災害前に避難対象者が

避難警報の情報を受領し，自分がいる地点から

最寄りの避難所へ誘導支援をするシステムを構

築することを目的とする．具体的には，Web-GIS

を用いて，指定避難所情報，自分のいる場所及

び，洪水ハザードマップを表示し，ユーザに適

切な避難所への避難を促す．なお，本システム

は東京都調布市を貫流する野川流域に適用する． 

 

1．2 関連分野における先行研究と本研究の位置

付け 

本研究の関連分野の代表的な先行研究として

は，淺田ら（2001）[3]の洪水避難において緊急

性の高い情報提供は住民の避難意向に繋がるこ

と明らかにした研究や，小林ら（2013）[4]のマ

ップサービスを利用した緊急避難情報を簡単な

操作で素早く提供する研究が挙げられる． 

本研究では以上の研究と比較して，指定避難

所情報，洪水ハザードマップ等を Web-GIS のデ

ジタル地図上に視覚的に表示し，避難開始警報

発報時や避難訓練時に，警報配信システムから

ユーザに本システムを利活用するよう促すこと

で独自性を示す． 

 

 

 

 

2．研究の枠組みと方法 

本研究は，Web-GIS を活用した避難誘導支援シ

ステムを設計，構築し，本システムの運用及び

評価を行う．運用対象地域における長期間の本

運用を想定しているため，事前に試験運用を実

施してヒアリング調査を行い，改善点の抽出と

システムの再構築をした上で，本運用を実施す

る．本運用後，ユーザへのアンケート，ヒアリ

ング調査を実施し，本システムの有用性を評価

する． 

 

3．システムの設計 

3．1 本システムの概要 

本システムは Web-GIS，避難所情報，警報配信

システムから構成される（図 1） 

まず，本システムを初めて利用する際は，警報

配信システムに登録する．次に，東京都建設局

が提供する Twitter 版 東京都水防（2022）[5]

から，野川に関する避難開始警報が発報された

際に，本システムへのアクセス URL をユーザへ

自動送信する．最後に，ユーザは本システムに

アクセスし，ハザードマップ，最寄りの避難所

及び避難所情報に確認し，避難を開始する． 

 

3．2 システムの設計 

本システムの有用性は，以下の 3点である． 

(1) 避難開始警報を自動的に受信することができるこ
と：洪水災害が予想される際，避難開始警報と避難

誘導システムへのアクセス URLをユーザに自動的に
メール通知することで，ユーザが早期に避難行動を

開始できる． 

 
図 1.システム構成図 
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(2) 指定避難所情報を知ることができること：Web-GIS
上にアイコン表示をした第一次避難所，第二次避難

所（福祉避難所）情報をユーザが参照することで，

自身に適した避難先情報を得ることができる． 
(3) 位置関係を把握しやすいこと：Web-GISを用いて，
避難所の位置情報，洪水ハザードマップ及び GPS情
報を重ね合わせることで，自身の位置が安全である

か，避難道程が適切なものであるか容易に確認する

ことができる． 
 

4．システムの構築 

4．1 システムのフロントエンド 

本システムのフロントエンドでは，次の機能

を実装する． 

(1) 指定避難所情報の表示機能：避難所には大きく分け
て第一次避難所と第二避難所（福祉避難所）がある．

これを視覚的に分け，ユーザはひと目で目的とする

避難所情報へのアクセスを可能とする． 
(2) 避難経路の検索機能：Web-GISマップ上で自らの地
点から避難所までの経路を作成し，視覚的にわかり

やすい避難の参考ルートを見えるようにする． 
(3) 自治体の防災情報閲覧機能：避難先の自治体が提供
する防災関連情報へリンクし，表示できるようにす

る． 
 

4．2 システムのバックエンド 

本システムのバックエンドでは，以下の処理

を行う． 

(1) GISベースマップへ指定避難所情報付与 
(2) GISベースマップへ洪水ハザードマップ表示 
(3) 指定避難所情報の更新 
(4) 洪水ハザードマップの更新 
(5) 警報配信システムの更新 
 

4．3 インタフェース 

本システムは，PC とスマートフォン等の携帯

型情報端末で利用可能な Web システムとして作

成し，双方の端末で同じ機能を利用できるよう

にする． 

 

5．システムの運用対象地域の選定 

本システムの運用対象地域は東京都調布市とす

る．調布市を選定する理由は，調布市内を野川

本川が貫流している地形をとっており，ハザー

ドマップ上においても野川が起因する水害の影

響が大きいからである（図 2）． 

 

6．まとめと今後の研究計画 

現在は，本システムをプレ運用している（図

3）．今後は，プレ運用の結果を基に改善点を明

らかにし，システムを再構成してから本運用と

評価を行う．その後，得られた結果を基に本研

究の成果をまとめ，今後の研究課題を明らかに

する． 

 
図 2. 野川流域マップ 

 

 
図 3. システム運用画面（スマートフォン版） 
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